第１部会（行政推進）第４回部会概要

日　時　　平成１９年５月１７日（木）午後６時３０分～午後８時４０分

場　所　　登別市役所　第２会議室
司会進行　田中委員

出席者　　平秀里　合田美津子　石亀裕　鈴木道雄　田中寛志　谷崎博美

事務局　　二階堂総括主幹　沼田企画主査

議　題　　１．各委員が考える自治について
　　　　　２．その他

１．各委員が考える自治について
◇市民自治について自治と推進に分けて考えると、自治は広範な市民参加、地域内の問題を自ら解決すること。推進は、市民の参画で進める、情報の共有、市民一人ひとりの積極的参加、行政と対等で取り組むこと。登別の問題としては、国や道への依存から脱却し、自主自立を目指すこと、登別の課題、財政の健全化計画の策定、市民・行政・議会の関係の見直しを行い、対等な関係を築くこと。第１部会としては、勉強会をするのであれば勉強会をするのかまたは切り口をつけてテーマを決めて進めるべき。行政は木を見て森を見ていない、市民は森を見て木を見ていない。
◇自治とは、自分が自分を治めることが基本。自分で考えて国や道などの行政や人に頼らず自分で立つことが第一。お金も自分で工夫する。一市民からスタートすることが第一。補助金は納税者として税金を払っているからといって何でももらうという考えは良くない。利益を受ける人が負担をすべき。西胆振は豊浦から登別まで合併すべき。道州制は推進すべき、ただし財源が必要。地方交付税をもらわず市町村の税として徴収すべき。交付税制度をやめて財源とすべき。合併した場合は、市町村の借金は棚上げして、上位の団体が肩代わりし、落ち着いたら機構をつくって返済。
◇お上意識、下に民があって税金を取られる意識。行政には逆らえないという意識が根底にある。自治という言葉は民ではなく官にある。自治体＝行政。まちづくり基本条例がある登別市は行政を否定するのではなく、参加型が望ましい。基本条例の公平・公正・公開の精神のもと、市民も意識して取り組んでいくことが理想。
◇地方分権による一括法がなくなり本当の民主主義が始まった。民主主義はまだ未成熟。本物の民主主義が市民の手でつくられる時代が漸く来た。市民・行政・議会は共にまだ未熟。何が問題でどう解決するかを議論することが大切。その議論をできる場が市民自治推進委員会。個々人ではできないことを地域の中でどう生かしていくか。早期の問題をどう認識するか。切り口はたくさんあるが合意をもって進めていくことが大切。問題の共有が大切。【資料提出】

◇市民自治とは、市民が公をつくる。共和型の政治をつくっていくこと。少子高齢化による税収不足が予想される。税源移譲が必要。国は防衛と外交、教育などは地域の行政がするべき。行政だけでは郷土を生かしたまちづくりができない。市民との協働が必要。情報が無いと参加できない。政策決定前の情報が必要。何が問題かという争点情報、地図などの行政情報、課題解決などの技術情報が必要。自治体選挙では民の意識が全て反映されていない。ボランティア活動などで市民参加を得る必要がある。
◇どの部会も何をしていいか分からない状態。役所はどんな市民に対しても毅然とした対応をしないと自治にはならない。役所はお金がないのに人がいる。リストラも必要。うちのまちはこういうまちだからこうしますと役所が方向を示さないと自治はできない。役所が方針を打ち出せば市民はついてくる。給食費や保育費はどう徴収しているのかなど、市民に情報を知らせる。まちの決まり事を役所がはっきりと打ち出すべき。核になるのは役所なのだから、役所がきちんとすべき。
２．主な意見等

◇全国一律に何でもするのはやめるべき。なにもしないところに金を出すべきではない。地方自治で大事なのは情報公開。結果ではなく、プロセスを教えることが大切。結論が痛みを伴うものであってもプロセスが分かれば納得できる。
◇情報の共有が大切。共有する方法を考える必要がある。市民会議がこれまで継続していないのは情報の共有ができてないから。行政は分からないことがあればいつでもどうぞという姿勢がない。財政が厳しいのは理解している。第１部会の方向性を考えるべき。自治についての定義より、方法論について考えるべき。

◇部会長としてどう第１部会を引っ張っていくのかといわれているが、部会長の立場としては分からない、個人としてはいろいろある。部会長としては方向性を示すのは控えている。方向は決まっていない。ベストな方向は見えていない。行政から市民の皆さんどうしましょうかという投げかけがあると議論はしやすい。提案型、決裁型という形はまだ決まっていない。土壌が大切。まちづくり基本条例がなぜ必要だったかを考える必要がある。
◇基本条例等について時間がかかっても基本を共有する勉強しないと道州制などの方法論を議論しても合意形成が困難。
◇西胆振の合併について、広域連合も含めて事務局に聞きたい。　【事務局：合併については住民が決めるべき。将来のまちづくりの在り方を論議するための情報提供をしていきたい。広域連合では共同電算などを行うことでコストダウンできる】

◇部会長、副部会長にお聞きしたい。まちづくり基本条例と市民自治推進委員会自体に不満・疑問があるのかと思えるが、この場でその不満をぶつけられても困る。登別市が取り組むべき優先順位を教えて欲しい。
◇不満を言っているのではない。基本条例について詳しい人として意見を求められる事が多いのでいっている。条例等が自分の色・個人の理想と違ったのでいっている。市民という定義が条例に入っていない。市民のレベルアップが必要。夕張の破綻も悪いところだけではない。１パーセントでもいいところがある。何十年後には夕張が一番いいまちになっているのかも。基本条例を学ぶことが必要。
◇疑問はあるが歩きながらやるしかない。行政に関わった時間が長い、一般市民よりは行政課題を知っている。だから厳しい意見も言う。一番の優先事項は自立した市民の確立。今現在では広域合併は反対。広域行政が必要かどうかの市民議論もできていない。財政を学びながら基本合意のための基礎を学んでいかなければならない。

◇ここまで真剣に話をした会議はない。方向付けがないので話が飛んでもしょうがないと思う。今までは行政の机上のプランにのった会議が多い。それにのる市民が良い市民となっている。
◇国から独立して市役所はやって欲しい。行政の職員も議論をすべきでないか。市はここまで取り組んでいるということをいって議論したほうがよい。
◇考えながら実践していくのはいいと思う。議論をしていくのはいいと思う。
◇市民一人ひとりの意識は急には高まらない。トップに立つ人が決断する。衆愚とも言えるがトップが決断するから実践する。市長がどう考えているかが大切。

◇市長を呼んで議論をしよう。市長を呼んで議論をしようと提案しても良いのではないか。私ももともとこう考えていたが、最初からこういうとトップダウンみたいになる。
◇市長に聞いても財政が苦しいのだからしょうがない。市の職員に聞いてもなにもない。
◇財政を勉強すべきではないか。

◇木の部分は行政が、森の部分は市民が互いにいって議論をすべき。行政は何をすべきかを考えているのか。

◇パブリックコメントというすばらしい制度があっても使いこなせる技量がない。だから情報の共有が大切。情報も読み込むだけの市民に力量があるのか。説明する行政にそういう力があるのか。

◇市の職員は議会のチェックを得なければならないので議員に目が向いている。市民が意見を言うときは理論武装をして議会を説き伏せるため勉強をしなければならない。だから勉強をしなければならない。
◇多数決で話をまとめる必要はない。ナンバーワンではなくオンリーワンの方がよい。登別も地域を生かしてオンリーワンを。
◇市民フォーラムの実施の提案を運営委員会にしたい。

◇市議会議員全員を呼んで議員との意見交換をしたい。
３．その他

◇次回の開催日は、平成１９年６月１５日（金）　１８：３０～。場所は市役所２階第３委員会室。
◇次回の議題は、
（１）フォーラムの関係について
（２）事務事業の外部評価について

◇次回の司会は平委員が担当。
